予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業研究費　　　
	事業名　セラミックス研究所開発研究費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　セラミックス研究所　研究開発部　電話番号：0572-22-5381
　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c23103@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　5,508千円（前年度予算額：9,789千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	
9,789
	0
	0
	0
	0
	0
	8,659
	0
	1,130

	要求額
	5,508
	0
	0
	0
	0
	0
	2,992
	0
	2,516

	決定額
	5,508
	0
	0
	0
	0
	0
	2,992
	0
	2,516


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県財政が非常に厳しい折、県の研究開発予算も削減傾向にあり、さらに、大きな外部資金であった知的クラスター事業も終了しました。独立行政法人科学技術振興機構（JST）や文部科学省の研究開発資金に積極的に応募していますが、年々競争率が上昇し、採択が厳しくなっています。また、外部資金では、地場産業である陶磁器に密接に関係した内容では採択が難しくなってきており、県予算と外部資金との研究課題をすみ分ける必要が生じています。限られた研究員数の中で、研究課題の選択と集中が求められています。
（2） 事業内容

地域産業である陶磁器産業に密着した課題を研究開発し、陶磁器産業の高
度化や高付加価値化に寄与します。この他、国及び各助成団体などの外部資金を活用し、産学官の連携により陶磁器・セラミックスに関する研究開発を実施して、新分野・新産業への展開を図ります。

（継続研究課題）

　・季節対応型節電タイルの開発

（新規研究課題）

　・層状複水酸化物のバルク体の作製と多孔質化

　・AR技術を使用した陶磁器製品のプロモーション手法の提案

　・カップハンドル部の強度試験と高強度ハンドルカップ作製に関する研究

　・セルフグレーズ化磁器の実用化研究とその特長を活かした製品展開

　・短時間・省エネルギー焼成による高品質砥石焼成の開発（A-STEP）
　・陶磁器製造業を対象にした電力監視システムの開発（越山財団）

　＊A-STEP　　：(独)科学技術振興機構　研究成果最適展開支援事業

　　越山財団　：財団法人越山科学技術振興財団　研究助成金

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	368
	職員の出張旅費

	需用費
	2,445
	研究のための消耗品購入、機器修繕、電気水道代、燃料代等

	役務費
	20
	電話・郵便代、手数料等

	その他
	2,675
	研究備品の購入、学会等への参加負担金等

	合計
	5,508
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
Ⅱふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　１モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　・新技術・新商品開発を支援する

　地域陶磁器産業の高度化・高付加価値化を支援するための研究開発を継続的に実施します。また、新分野展開や新産業育成を目的に、積極的な産学官連携を推進し、新しいセラミックス素材などの研究開発を実施します。これらの研究成果を公開し、共同研究や研究会活動により実用化に向けた取り組みを行います。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進

	（H  ）
	3

（H22）
	5

（H23）
	0

（H24）
	1

（H26）
	0％


	外部資金の導入
	（H　）
	2

（H22）
	7

（H23）
	6

（H24）
	2

（H26）
	300％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成２５年度は３テーマについて研究を行っています。

　・低品位粘土を原料に用いた新規な遮熱・断熱タイルの開発（外部資金）

　・カップハンドルの強度試験にかかわる調査研究

　・季節対応型節電タイルの開発


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　上記３テーマで得られた成果に対し、研究発表会や研究報告書により広報を行います。また、技術移転を推進し、地場産業の支援を行う予定です。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い

	(評価)

   ○
	地場産業である陶磁器産業に密着した課題を研究開発し、陶磁器産業の高度化や高付加価値化に寄与します。また、外部資金を活用し産学官連携により、新分野・新産業への展開を図る研究を行います。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

	（評価）

   ○

	研究成果については、成果発表会、学会発表、各種展示会への出展、さらにマスコミへの情報発信等に努め、産業界への技術移転を目指した取組みを進めています。成果普及のための研究会では、研究終了後も活動を続けているものもあります。また、県財政が非常に厳しい折、外部資金への積極的な応募を実施しています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている

	(評価)

○

	研究員の削減が続く中、研究員の得意な分野への配置を行い、効率的な研究業務の推進を図っています。また、セラミックス技術指導員や依頼試験等業務専門職を有効に活用し、研究開発や技術移転の効率化に努めています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県財政が非常に厳しい折、県の研究開発予算も削減傾向にあり、さらに、大きな外部資金であった知的クラスター事業も終了しました。独立行政法人科学技術振興機構（JST）や文部科学省の研究開発資金に積極的に応募していますが、年々競争率が上昇し、採択が厳しくなっています。また、外部資金では、地場産業である陶磁器に密接に関係した内容では採択が難しくなってきており、県予算と外部資金との研究課題をすみ分ける必要が生じています。限られた研究員数の中で、研究課題の選択と集中が求められています。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

産業界等との連絡会議、企業訪問による要望調査、あるいは企業からの技術相談等の場を活用し、業界ニーズを的確に把握し、速やかに事業に反映させます。

　また、研究成果等の技術情報については、成果発表会、論文発表、学会発表、GCIニュース、各種展示会、当所ホームページ等で情報発信するとともに、できる限りマスメディアを活用して広く周知を図り、成果等の技術移転に努めます。                     


